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Ⅰ 福岡市高齢者保健福祉計画の基本理念等 

 

本市は，「本格的な高齢社会」に向けて実現すべき目標として基本理念を掲げ，

その実現のために４つの取り組みの視点に基づいて，高齢者保健福祉施策を総合

的に推進していきます。 

特に，社会参加活動への支援，健康づくり・介護予防の推進，認知症高齢者の

支援体制の充実，地域生活支援体制の充実について重点的に推進します。 

 
 
 

 

 高齢者一人ひとりが，生きがいを持ち尊厳を保ちながら住み慣れた 
地域で自立した生活を安心して続けることができる地域社会の形成 

健康でいきいきとした豊かな 
シニアライフの実現 

地域生活支援体制の充実 

要援護高齢者の総合支援の充実 

社会参加活動の環境整備 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

就業機会の確保 

介護予防の推進 

健康づくりの推進 

在宅生活支援の充実 

施設・居住系サービスの充実 

認知症高齢者の支援体制の充実 

介護サービスの質の確保・向上 

権利擁護の推進 

総合相談機能の充実 

地域ネットワーク体制の構築 

社会参加活動への支援 

安全・安心な生活環境の向上 高齢者居住支援 

人に優しいまちづくりの推進 

【基本理念】 

【取り組みの視点】 【施策区分】 
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Ⅱ　福岡市の高齢者保健福祉施策の実施状況

　(１)　健康でいきいきとした豊かなシニアライフの実現

　① 社会参加活動への支援

年度 24 25 26 27
年度末会員数(人) 43,813 42,845 40,716 40,480

年度 24 25 26 27
利用許可証交付数（人） 12,436 12,330 11,953 11,590

年度 24 25 26 27
参加者数(人) 20,620 24,264 35,283 31,359

年度 24 25 26 27
延べ参加者数(人) 214,835 215,488 219,576 213,588

年度 24 25 26 27
参加者数(人) 51,824 52,248 54,705 54,207

実施公民館数(館) 141 137 140 140

生きがいと健
康づくり推進
事業

　高齢者が豊かな経験・知識・技能を活かし，生涯を健康で社会活動ができるよう，
生きがいづくりや健康づくりの教室等を地域において実施する。
　①各区において行うスポーツやレクリエーションなど
　②高齢者パソコン教室
　③区グラウンド・ゴルフ大会
　④健康づくり教室　等

［ 一次予防事業］

高齢者創作講
座・老人教室

　高齢者の社会参加を進め，教養の向上及び相互親睦を図るため，老人福祉センター
や老人いこいの家などで，文化や教養，創作に関する講座，教室を実施する。

［ 一次予防事業］

＜施策の方向性と展開＞
　高齢者が生きがいを持って生活することは，健康の維持・介護予防の推進にもつながっていくこ
とから，趣味・教養，文化，スポーツ活動，または地域活動を通じて，豊かで健康的な生活を維持
できるよう支援に努めるとともに，自己実現への欲求や地域社会への参加意欲を充足できるよう
な，高齢者の社会参加のあり方について検討する。

事業名 事業概要と実績

老人クラブ

　高齢者の社会参加を進め，その生活を健康で豊かなものとする。
　①老人クラブ組織（単位老人クラブ，活動推進員，連合会）
　②日常的活動（友愛訪問，ゲートボール大会，グラウンド・ゴルフ
　　大会，高齢者農園，囲碁将棋大会，美術展）
　③高齢者保健福祉大会

老人福祉セン
ター

　高齢者の各種相談，健康増進，教養の向上，レクリエーション等の便宜を総合的に
提供する。
　①教養講座 　　②相談事業　　　③高齢者創作講座
　④老人教室 　　⑤入浴サービスなど

高齢者地域参
画支援講座

　高齢者が生きがいを持ち，学習活動を通じて習得した知識・技能を活用して積極的
に社会参加することができるよう，地域の状況に即した多様な講座を開催する。
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年度 24 25 26 27
開催地 宮城県 高知県 栃木県 山口県

派遣者数(人) 108 135 150 169

年度 24 25 26 27
敬老金贈呈者数(人) 14,171 14,596 15,026 15,735
敬老祝品贈呈者数(人) 234 236 277 284

年度 24 25 26 27
年度末登録人数(人) 806 1,310 1,550 1,702

敬老金・敬老
祝品

　多年にわたり社会の発展に寄与してきた高齢者に敬老の意を表し，敬老金及び敬老
祝品を贈呈する。

介護支援ボラ
ンティア事業

　高齢者の社会参加・介護予防促進のため，介護保険施設等においてボランティア活
動を行った際に，後日換金できるポイントを付与し，その活動を支援する。

＜計画の振り返り＞
　高齢者の社会参加を促進するため各種講座・教室を実施しており，実績はおおむね横ばいであ
る。
　一方，老人クラブの会員数は長期減少傾向にあり，高齢者の価値観やライフスタイルの多様化に
対応した魅力あるクラブづくりなど，活動の活性化が必要である。

事業名 事業概要と実績

全国健康福祉
祭

　スポーツ・文化・健康と福祉の総合的祭典への福岡市選手団の参加費を助成する。
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　② 社会参加活動の環境整備

年度 24 25 26 27
老人クラブ利用数 658 638 627 387

年度 24 25 26 27
交付実績(人) 97,305 100,043 102,911 118,298

年度 24 25 26 27
利用者数(人) 327,608 322,582 323,638 320,995

年度 24 25 26 27
設置箇所数 7 7 7 7

年度 24 25 26 27
参加者数(人) 771 - - -

＜計画の振り返り＞
　高齢者の社会参加を推進するため，「高齢者乗車券」による交通費の一部の助成等を行ってお
り，平成27年度にタクシー助成券を導入したことにより交付実績が増加している。
　超高齢社会の到来に備え，創業・就業や地域活動への参加など，高齢者のより積極的な社会参加
が求められており，事業内容等をその支援強化に向けてシフトしていく必要がある。

老人いこいの
家

　高齢者の教養の向上や相互親睦などの場を提供する。

老人福祉セン
ター

　高齢者の各種相談，健康増進，教養の向上，レクリエーション等の活動拠点として
機能の充実に努める。

ふくおか高齢
者はつらつ活
動拠点事業

　「教えたい」高齢者と「学びたい」高齢者を結ぶ学習活動や，ボランティアを必要
とする学校や社会教育施設についての情報収集・提供，知識・技術をボランティア活
動等で「活かしたい」高齢者の相談・調整を行う。（平成24年度事業終了）

事業名 事業概要と実績

福祉バス

　高齢者団体等のレクリエーション等の団体活動を支援するため福祉バスを運行し，
その構成員の社会参加の推進を図る。

高齢者乗車券

　高齢者の社会参加を推進し，高齢者福祉の向上に寄与するため，交通費の一部を助
成する。
　（平成27年度にタクシー助成券を導入）

＜施策の方向性と展開＞
　高齢者が主体的に社会との関わりを持つことができるよう，これまでに培ってきた経験，知識，
能力を活かし，地域活動やボランティア活動に積極的に参加したいという社会貢献意欲の高い高齢
者の活躍の場づくりとして，活動拠点の機能強化や関連情報の提供に努める。
　また，高齢者の意欲と地域社会のニーズをうまく組み合わせる仕組みづくりを検討するなど，高
齢者の社会貢献活動を総合的に支援する環境の充実に努める。
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　③ 就業機会の確保

年度 24 25 26 27
年度末会員数(人) 6,908 6,802 6,754 6,748
年間就業率(％) 74.7 74.6 74.2 75.1

　
年度 24 25 26 27

相談件数 3,597 4,468 4,702 4,664

就労相談窓口
事業

　各区に設置している「就労相談窓口」において，15歳以上の求職者を対象に，担当
制による個別相談を行うほか，セミナーの開催，求職者の多様なニーズに沿った求人
情報の紹介を行うなど，よりそい型の就職支援を実施する。

＜計画の振り返り＞
　就業をはじめ，高齢者のより積極的な社会参加が求められているが，その役割を担う「シルバー
人材センター」は，会員数が長期減少傾向にある。
　シルバー人材センターの機能強化を含め，高齢者の特性や意向を踏まえた創業就業の仕組みの検
討が必要である。

＜施策の方向性と展開＞
　高齢者の就業は，収入を得ることだけでなく，生きがいづくりや社会参加を目的とするなど，就
業ニーズが多様化していることから，高齢者の意欲と能力に応じた就業機会が得られるよう支援す
る。

事業名 事業概要と実績

シルバー人材
センター

　就業を通じて高齢者の能力を活用し，高齢者の社会参加や地域の活性化を図るた
め，地域の日常生活に密着した臨時的かつ短期的な仕事を有償で引き受け，これを会
員に提供する。また，平成25年７月から，高齢者が日常生活でお困りのちょっとした
作業について，100円または500円でお手伝いをする，有償ボランティア事業「ワンコ
インお助け隊」を,平成27年８月から「親孝行代行サービス」を開始している。
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　④ 健康づくりの推進

年度 24 25 26 27
特定健診受診者数（人） 44,730 45,247 51,258 47,708

年度 24 25 26 27
参加者数(人) 35,279 36,231 31,765 35,698

年度 24 25 26 27
参加者数（人） 2,475 2,875 － －

特定健診（よ
かドック）・
特定保健指導

　平成20年度より，医療保険者による40～74歳の方を対象にした生活習慣病予防のた
めの特定健診・特定保健指導が開始された。
　福岡市では，愛称「よかドック」として福岡市国民健康保険加入者を対象に，各区
保健福祉センター，健康づくりサポートセンター，公民館，実施医療機関（約570箇
所）などで実施。個別勧奨や全市的な啓発を行い，受診の習慣化を図るとともに，
土・日・祝日の実施など，受診しやすい環境づくりを行う。

福岡市健康づ
くりチャレン

ジ事業

　市民が健康づくりに取り組みやすい環境を構築するため，10月の「福岡市健康づく
り月間」を中心に，民間企業や大学等と連携した各種事業を展開する。

①福岡市健康づくり月間事業～健康について考える秋～
　「福岡市健康づくり月間」である10月に，行政，企業，大学等による健康イベント
の集中ＰＲ及び集中開催を行い，健康づくりに取り組む市民の活動を支援する。

②健康チャレンジキャンペーン
　10月の「福岡市健康づくり月間」を中心に，健康づくり活動への参加者にポイント
を付与し，参加者に抽選で賞品が当たる健康づくりのキャンペーンを実施。平成26年
度からは，健康づくりポイント事業（ふくおか健康マイレージ）として，年間を通じ
た取組みに拡大して試行的に実施。

＜施策の方向性と展開＞
　健康づくりは，市民が主体的・自主的に，楽しく・気軽に取り組めるような支援が重要であるた
め，地域や関係団体等と協力しながら，「健康日本21 福岡市計画」に基づくとともに，介護保険の
「地域支援事業」や医療保険の「特定健診等」とも連携して，家庭や地域で継続して健康づくりに
取り組めるよう情報提供や環境づくりを推進する。

事業名 事業概要と実績

6



年度 24 25 26 27
参加者数（人） - - 1,054 1,738

年度 24 25 26 27
参加者数（人） - - 8,500 14,000

年度 24 25(※） 26 27
アクセス数(件) 47,825 27,364 30,736 23,349

年度 24 25 26 27
配布数(冊) 17,682 17,549 16,725 17,136

健康手帳配布

　健康管理に役立てるため，健診や医療の記録が記入でき，生活習慣病予防や健康増
進の方法などを掲載した健康手帳を特定健診やがん検診時に配布する。

　
＜計画の振り返り＞
 生活習慣病を予防し，市民の自主的な健康づくりを支援するため，特定健診（よかドック）・特定
保健指導や健康づくりチャレンジ事業等を行っている。健診受診者数は，計画当初である平成24年
度の実績からは増加しているが，今後さらに受診者増を図っていく必要があり，引き続き，受診し
やすい環境づくりを進めていく。
 また，健康づくりに関心のない市民を行動変容へつなげていく取り組みが課題となっており，平成
２６年度から試行を行っている健康づくりポイント事業や健康づくりフェスタふくおかなどについ
て，取組み結果等の分析を行い，今後さらに効果的な取組みを検討していく必要がある。

事業名 事業概要と実績

福岡市健康づ
くりチャレン

ジ事業

③健康づくりポイント事業（ふくおか健康マイレージ）
　市民の自主的な健康づくりを促進するため，健診やウォーキングの実践，健康づく
りイベントへの参加等の健康づくり活動に対してポイントを付与する「健康づくりポ
イント事業（ふくおか健康マイレージ）」を26年度より試行。

④健康づくりフェスタふくおか
　舞鶴公園一帯にて，市民が自分にあった健康づくりを見つけるための，誰でも気軽
に参加できる多彩な健康づくりイベント「健康づくりフェスタふくおか」を27年度よ
り2日間に拡大して開催。

⑤ポータルサイト運営
　健康づくり・スポーツに関する情報を一元的に集約・発信するポータルサイトを設
置運営する。

※25年度は8か月間
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　⑤ 介護予防の推進

 

年度 24 25 26 27
健康チェックリスト実施者数（件） 48,749 45,222 39,019 －
二次予防事業対象者数（人） 10,927 9,604 8,898 －

年度 24 25 26 27

年度 24 25 26 27
利用者数(人) 20 28 18 7

年度 24 25 26 27
参加者数(人) 61,973 62,861 68,693 69,592

訪問型介護予
防事業

　閉じこもりがちな高齢者などを保健師や運動指導員が訪問し，健康づくり・介護予
防や生活習慣予防等のアドバイスを行う。

生き活きシニ
ア健康福岡21
事業

〔転倒予防教室〕
　各区保健福祉センターやスポーツジム，医療機関等で，転倒予防を目的として，運
動・栄養・口腔機能の向上に関する教室を実施する。26年度で終了。

〔認知症予防教室〕
　保健福祉センター等で，有酸素運動や脳トレ等の認知症予防を目的とした教室を実
施する。27年度より開始。

〔生き活き講座〕
　公民館などで，運動機能向上・栄養改善・認知症予防などの講座を，専門スタッフ
や講師を派遣して実施する。

二次予防事業
対象者把握事
業

　把握事業（平成20～22年度介護予防健診，平成23年度～健康チェックリスト郵送）
や地域包括支援センター及び各区保健福祉センターの地域活動等により，二次予防事
業対象者を把握し，介護予防事業への参加を推進する。介護保険法改正に基づき把握
事業は平成26年度で終了。

介護予防教室

  スポーツジムや医療機関等で，自宅でできる運動を中心として口腔体操やロコモ予
防，認知症予防の講話等を併せて実施する。

参加者数（人） 1,331 1,386 1,423 2,069

＜施策の方向性と展開＞
　介護予防事業については，周知を強化し，参加者を増やしていく。また，自主的・自発的な活動
をより促進して，自ら健康づくり・介護予防に取り組む高齢者が増えるよう支援していく。

事業名 事業概要と実績
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年度 24 25 26 27
参加者数(人) 20,620 24,264 35,326 31,359

年度 24 25 26 27
延べ参加者数(人) 214,835 215,488 219,576 213,588

年度 24 25 26 27
年度末登録人数(人) 806 1,310 1,550 1,702

【再掲】
高齢者創作講
座・老人教室

　高齢者の社会参加を進め，教養の向上及び相互親睦を図るため，老人福祉センター
や老人いこいの家などで，文化や教養，創作に関する講座，教室を実施する。

［ 一次予防事業］

【再掲】
介護支援ボラ
ンティア事業

　高齢者の社会参加・介護予防促進のため，介護保険施設等においてボランティア活
動を行った際に，後日換金できるポイントを付与し，その活動を支援する。

＜計画の振り返り＞
　自ら健康づくり・介護予防に取り組む高齢者が増えるよう様々な支援を行っているが，参加者数
は微増にとどまっている。高齢者が年々増加する中，健康づくりへの関心が低い人にも関心を持っ
てもらえるよう普及・啓発に取り組んでいく必要がある。

事業名 事業概要と実績

【再掲】
生きがいと健
康づくり推進
事業

　高齢者が豊かな経験・知識・技能を活かし，生涯を健康で社会活動ができるよう，
生きがいづくりや健康づくりの教室等を地域において実施する。
　①各区において行うスポーツやレクリエーションなど
　②高齢者パソコン教室
　③区グラウンド・ゴルフ大会
　④健康づくり教室　等

［ 一次予防事業］
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　(２)　要援護高齢者の総合支援の充実

　① 在宅生活支援の充実

年度 24 25 26 27
年度末登録者数(人) 5,628 5,757 5,696 5,512

年度 24 25 26 27
年度末登録者数(人) 487 478 488 510

年度 24 25 26 27
給付(件) 184 156 134 143

年度 24 25 26 27
年度末利用者数(人) 3,307 3,422 3,536 3,860

年度 24 25 26 27
利用者数(人) 497 451 406 346

年度 24 25 26 27
年度末登録者数(人) 9 8 9 8

年度 24 25 26 27
定員(人) 30 30 30 30

年度末利用者数(人) 27 26 28 27

年度 24 25 26 27
年度末利用者数(人) 76 64 62 60

生活支援
ショートステ
イ

　虚弱高齢者などが家族の不在等により在宅生活に支障をきたす場合，ショートステ
イにより在宅生活を支援する。

生活支援ハウ
ス

　特別養護老人ホーム入所中の要支援又は非該当の人，または長期入院中で退院可能
だが受け入れ先のない人に，介護支援，住居及び地域住民との交流を総合的に提供す
る。

寝具洗濯乾燥
消毒サービス

　寝具の乾燥消毒及び丸洗いを行うことにより，介護者の介護負担の軽減や保健衛生
の向上を図る。

日常生活用具

　単身高齢者や寝たきり高齢者がいる世帯に対し，火災警報器，自動消火器，電磁調
理器の３品目を給付する。

おむつサービ
ス

　在宅の寝たきり高齢者におむつ代の助成を行うことにより，介護負担を軽減し保健
衛生の向上を図る。

食の自立支
援･配食サー
ビス

　要介護高齢者等に対し，配食サービスや食事提供関連サービスを計画的につなげて
食の自立を図るとともに，安否の確認を行う。

＜施策の方向性と展開＞
　介護や医療の需要度が高い高齢者が住み慣れた家庭や地域で生活を続けられるよう，在宅での自
立支援や介護者の負担軽減，かかりつけ医等による在宅医療の提供など，きめ細かなサービスの充
実を図り，安全・安心を確保するための取り組みを推進する。

事業名 事業概要と実績

緊急通報シス
テム

　単身等高齢者宅に通報装置を設置し，高齢者の急病等の緊急時に協力員や訪問介護
員（ホームヘルパー）がかけつけ，または救急車の要請を行う。

声の訪問

　単身高齢者に定期的に電話し，相談相手となって安否確認や健康状態を把握すると
ともに，必要な各種サービスの情報を提供する。
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年度 24 25 26 27
利用者数(人) 104 104 95 95

年度 24 25 26 27
年度末登録者数(人) 2,551 2,883 3,085 3,272

年度 24 25 26 27
参加者数(人) 32 56 146 96

年度 24 25 26 27
訪問診療実施医療機関数 106 111 113 201

緩和ケア病棟保有医療機関数 12 13 13 13
訪問歯科診療実施医療機関数※ 216 292 182 193

在宅服薬指導実施薬局数 235 295 337 359

年度 24 25 26 27
（介護）人／月 17,943 19,034 20,256 21,313
（予防）人／月 11,080 11,898 12,800 13,704

年度 24 25 26 27
（介護）時間／月 161,732 172,476 180,348 180,408
（予防）人／月 6,507 6,791 7,067 7,394

年度 24 25 26 27
（介護）回／月 1,908 1,930 1,955 1,925
（予防）回／月 0 0 0 0

年度 24 25 26 27
（介護）回／月 22,116 24,438 27,164 29,805
（予防）回／月 2,797 3,227 3,878 4,578

訪問看護・介
護予防訪問看
護

　看護師が自宅を訪問し，療養上の世話や診療の補助を行う。

居宅介護支
援・介護予防
支援

　介護サービスやインフォーマルサービスの内容を本人，家族等と相談して，サービ
スを適切に利用できるように介護サービス計画を作成する。

訪問介護・介
護予防訪問介
護

　ホームヘルパーが自宅を訪問し，食事や家事の援助を行う。

訪問入浴介
護・介護予防
訪問入浴介護

　入浴車等で自宅を訪問し，浴槽を提供して入浴の介護を行う。

家族介護者の
つどい

　家族介護者に対し，相互交流の機会を提供し，介護技術の習得や心身のリフレッ
シュを図る。

在宅医療・介
護連携の推進

　高齢者が医療や介護が必要になっても住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられ
るよう，在宅医療と介護が連携した体制づくりに取り組む。

※26年度から調査方法変更による減

事業名 事業概要と実績

移送サービス

　寝台車などの特殊車両による移動費用の一部を助成し，高齢者の在宅生活支援，介
護者の負担軽減を図る。

あんしん
ショートステ
イ

　介護者の入院などで介護保険の限度日数を超えるショートステイが必要な場合に，
その費用を助成し，介護者の負担軽減を図り在宅生活を支援する。
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年度 24 25 26 27
（介護）回／月 4,554 5,160 5,834 6,187
（予防）回／月 480 539 610 674

年度 24 25 26 27
（介護）人／月 5,554 6,431 7,381 8,174
（予防）人／月 472 514 576 655

年度 24 25 26 27
（介護）回／月 106,486 121,421 136,112 148,620
（予防）人／月 4,368 5,054 5,657 6,161

年度 24 25 26 27
（介護）回／月 35,565 37,248 38,744 40,242
（予防）人／月 1,081 1,163 1,265 1,359

年度 24 25 26 27
（介護）日／月 17,425 18,714 20,405 21,886
（予防）日／月 373 394 418 391

年度 24 25 26 27
（介護）日／月 1,442 1,505 1,504 1,604
（予防）日／月 14 12 17 14

年度 24 25 26 27
（介護）人／月 10,099 11,176 12,383 13,463
（予防）人／月 3,295 3,834 4,379 5,080

年度 24 25 26 27
（介護）件／月 304 290 287 274
（予防）件／月 179 188 188 184

年度 24 25 26 27
（介護）件／月 230 299 240 240
（予防）件／月 199 215 216 216

特定福祉用具
販売・特定介
護予防福祉用
具販売

　入浴や排せつなどに使用する福祉用具を購入した場合に費用を支給する。

住宅改修・介
護予防住宅改
修

　手すりの取り付け，段差の解消などの工事等に改修費を支給する。

短期入所生活
介護・介護予
防短期入所生
活介護

　特別養護老人ホームや老人短期入所施設に短期間入所し，入浴，排せつ及び食事等
の介護その他日常生活上の世話と機能訓練を行う。

短期入所療養
介護・介護予
防短期入所療
養介護

　介護老人保健施設や介護療養型医療施設等に短期入所し，看護，医学的管理下の介
護と機能訓練等の必要な医療と日常生活上の世話を行う。

福祉用具貸
与・介護予防
福祉用具貸与

　車いすや特殊寝台（介護ベッド）等の福祉用具を貸し出す。

居宅療養管理
指導・介護予
防居宅療養管
理指導

　医師，歯科医師，薬剤師，管理栄養士等が自宅を訪問し，療養上の管理や指導を行
う。

通所介護・介
護予防通所介
護

　デイサービスセンターなどで入浴や食事の提供，機能訓練等を日帰りで行う。

通所リハビリ
テーション・
介護予防通所
リハビリテー
ション

　介護老人保健施設や医療機関等でリハビリテーションを日帰りで行う。

事業名 事業概要と実績

訪問リハビリ
テーション・
介護予防訪問
リハビリテー
ション

　理学療法士や作業療法士，言語聴覚士が自宅を訪問し，リハビリテーションを行
う。
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年度 24 25 26 27
（介護）人／月 2,445 2,447 2,451 2,408
（予防）人／月 433 427 418 404

年度 24 25 26 27
（介護）人／月 458 515 548 592
（予防）人／月 42 48 46 50

年度 24 25 26 27
（介護）回／月 4,718 4,406 3,732 3,318
（予防）回／月 24 12 2 3

年度 24 25 26 27
人／月 59 72 74 70

年度 24 25 26 27
人／月 ― 42 119 166

年度 24 25 26 27
人／月 ― ― ― 26

＜計画の振り返り＞
　高齢者が介護や医療が必要になっても住み慣れた家庭や地域で生活を続けられるよう，緊急通報
システムや声の訪問等による24時間365日安全・安心を確保するための取り組みを進めている。
　また，日常生活用具の給付やおむつ代の助成などにより介護負担の軽減を図るとともに，居宅介
護サービス，介護予防サービスの充実を図り，高齢者の在宅での自立を支援している。
　これまで，各事業ともに一定の成果を上げており，今後も利用者数の増加が見込まれるが，現在
の社会状況や利用者ニーズを踏まえ，各事業のあり方を検討していく。

夜間対応型訪
問介護

　24時間安心して生活できるよう，定期巡回と通報による随時対応を組み合わせて夜
間の訪問介護を行う。

定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護

　要介護高齢者の在宅生活を支えるため，日中・夜間を通じて，訪問介護と訪問看護
が密接に連携しながら，短時間の定期巡回と随時対応をあわせた訪問介護看護を行
う。

看護小規模多
機能型居宅介
護

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせることで，介護と看護サービスを
一体的提供する。

特定施設入居
者生活介護

　有料老人ホーム等に入居している要支援・要介護者に，日常生活上の支援や介護を
提供する。

小規模多機能
型居宅介護・
介護予防小規
模多機能型居
宅介護

　「通い」を中心に，利用者の状態や希望に応じて，「訪問」や「泊まり」のサービ
スを組み合わせて提供する。

認知症対応型
通所介護・
介護予防認知
症対応型通所
介護

　認知症の人がデイサービスセンターなどに通い，入浴，食事などの介護や機能訓練
などを行う。

事業名 事業概要と実績
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　② 施設・居住系サービスの充実

年度 24 25 26 27
人／月 3,970 4,210 4,537 4,767

年度 24 25 26 27
人／月 2,458 2,456 2,431 2,407

年度 24 25 26 27
人／月 899 836 777 709

年度 24 25 26 27
（介護）人／月 1,517 1,569 1,614 1,721
（予防）人／月 4 3 1 2

年度 24 25 26 27
人／月 46 46 46 45

年度 24 25 26 27
入所定員(人) 367 367 367 367

地域密着型特
定施設入居者
生活介護

　定員が29人以下の介護専用型特定施設で，日常生活上の世話，機能訓練，療養上の
世話などを提供する。

養護老人ホー
ム

　環境上の理由及び経済的な理由により居宅での養護を受けることが困難な高齢者
が，生活の場として措置により入所し，生活全般に関わるサービスを利用できる施
設。

＜計画の振り返り＞
　在宅での生活が困難な高齢者に適切なサービスが提供されるよう，介護保険事業計画などに基づ
き，介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の整備を行っている。
　また，増加している認知症高齢者が住み慣れた地域で生活できるよう，認知症対応型共同生活介
護（グループホーム）の整備を推進している。
　市民のニーズに適切に対応していくため，在宅生活を支えるサービスの拡充，住み慣れた地域で
住み替えができる小規模施設の拡充等を基本方針として整備を行っていく。
　養護老人ホーム等については，現在の利用状況や，民間事業者により有料老人ホームや高齢者向
け住宅等の整備が進められている状況を踏まえ，現状の定員の維持を図る。

介護老人保健
施設

　状態が安定している高齢者が在宅復帰できるよう，医学的管理のもと介護，看護，
医療を提供するとともに，リハビリテーションを中心としたケアを行う。
（平成27年度末定員数：2,627人）

介護療養型医
療施設

　長期の療養を必要とする人に対して，医学的な管理のもとで介護や機能訓練，その
他必要な医療サービスを提供する。
（平成27年度末定員数：693人）

認知症対応型共
同生活介護・
介護予防認知症
対応型共同生活
介護

　認知症のため介護を必要とする人に対して，共同生活の中で生活介護を行う。

＜施策の方向性と展開＞
　介護保険事業計画などに基づき，在宅での生活が困難な高齢者に対して，適切な施設・居住系
サービスを提供する。
　日常生活圏域では，地域密着型サービス事業者と地域包括支援センターとの連携を促進し，高齢
者のニーズや状態の変化に応じて必要なサービスが提供される体制の充実を図るとともに，利用者
が状態に応じた適切な施設を選択できるよう，情報の提供に努める。

事業名 事業概要と実績

介護老人福祉
施設
（特別養護老
人ホーム）

　常時介護が必要で居宅での生活が困難な入所者に，日常生活の支援や介護を提供す
る。（平成27年度末定員数：5,341人）
※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を含む。
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　③ 介護サービスの質の確保・向上

年度 24 25 26 27
支援回数(回) 108 82 79 83

年度 24 25 26 27
研修実施回数(回) 18 19 19 21
研修参加者数(人) 1,906 2,357 2,463 2,333

年度 24 25 26 27
研修実施回数(回) 10 11 10 10
研修修了者数(人) 495 479 429 441

年度 24 25 26 27
ふれあい相談員数(人) 12 14 14 13

訪問施設数 16 16 16 24

年度 24 25 26 27
集団指導事業者数 1,718 1,836 1,981 2,155
実地指導事業者数 270 103 244 214

＜計画の振り返り＞
　介護サービスの質の向上のため，介護保険事業者や高齢者介護実務者等に対する研修を実施して
おり，毎年，研修修了者を着実に輩出している。また，年々増加する介護サービス事業者への指導
監督も着実に実施している。
　今後も，高齢者数の増加に伴い，介護人材や介護事業者の増加が予想されるため，引き続き研修
や指導等を実施し，介護サービスの質の維持・向上を図っていく。
　なお，ふれあい相談員については，訪問施設数を１６か所から２４か所に拡大した（平成27年度
から実施）。

認知症介護実
践者等研修

　高齢者介護実務者に対し，実践的研修を実施するとともに，事業所管理者に対し，
適切なサービス提供のための研修を実施する。
　①実践者研修　　  ②実践リーダー研修
　③認知症対応型サービス事業開設者研修
　④認知症対応型サービス事業管理者研修
　⑤小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
　⑥認知症ケア４日間研修　など

ふれあい相談
員

　ふれあい相談員が施設などを訪問し，利用者の話を聞いたり相談に応じることで利
用者の不安や疑問を解消するとともに，利用者の声を活かして施設側と意見交換する
など，介護サービスの質の向上を図る。

事業者への指
導監査

　利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭において，介護サービス事業者等の支援を
基本とし，介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図るため，指
導監査を実施する。

事業名 事業概要と実績

介護支援専門
員の支援

　介護支援専門員に対し，介護支援専門員ネットワークづくりや個別ケースへの助言
などの支援を行う。

介護保険事業
者研修

　介護保険事業者に対し，利用者本位で，かつ質の高い介護サービスを安定的に提供
するための研修を実施する。
　①ケアマネジメント研修　　　　②介護技術レベルアップ研修
　③テーマ別研修　　　　　　　　④権利擁護研修
　⑤福祉用具・住宅改修事業研修

＜施策の方向性と展開＞
　高齢者や家族の状況に応じたきめ細かな質の高い介護サービスを総合的・一体的に利用者本位で
提供するため，高度に専門性を有する人材の育成や資質の向上のための支援を充実させるととも
に，利用しやすい介護サービス情報の提供に努める。
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　④ 認知症高齢者支援体制の充実

年度 24 25 26 27
認知症相談医※（人） 135 152 159 180

協力病院（病院） 39 40 39 39
外来件数（件） 1,287 1,456 1,807 2,398

鑑別診断件数（件） 233 208 260 540
相談件数（電話・面接等）（件） 1,202 1,216 1,418 2,159
※福岡市で独自に設置している

年度 24 25 26 27
サポート医養成(人) 4(延16) 2(延18) 2（延20） 2（延22）
かかりつけ医研修(人) 35 35 20 35

年度 24 25 26 27
延相談件数のうち認知症に関する相談（件） 25,387 27,389 26,600 26,888

年度 24 25 26 27
認知症サポーター数（人） 30,274 37,254 52,828 66,029

認知症サポー
ター養成事業

　認知症サポーター(応援者)を養成し，地域住民と共働することで，認知症になって
も安心して暮らせる地域づくりを展開する。
　①認知症キャラバン･メイト養成研修　②認知症サポーター養成講座

＜施策の方向性と展開＞
　認知症高齢者等が住み慣れた地域で安心して尊厳を保ちながら生活できるよう，医療と保健，介
護，地域が相互に密接に連携しながら，地域全体で認知症高齢者等やその家族を支援するネット
ワークを構築するとともに，認知症に対する正しい理解を図るための啓発活動を進めるなど，認知
症施策の総合的・継続的な推進に努める。

事業名 事業概要と実績

認知症総合対
策支援事業

【認知症医療対策】
①　専門医療機関の機能強化と地域連携
　・平成21年11月に九州大学病院に認知症疾患医療センターを設置
　・平成22年10月から福岡市認知症医療連携システムを始動
　・平成26年11月に福岡大学病院に認知症疾患医療センターを設置
　　さらなる認知症の早期発見・早期診断・早期治療の専門医療体制
　の充実を図る。

②　認知症地域医療支援事業（医師の養成等）
　「かかりつけ医」に対するかかりつけ医認知症対応力向上研修の実施，かかりつけ
医や認知症相談医への助言・区単位で認知症対策の推進役となる「サポート医」の養
成を行い支援体制の充実強化を図る。

【認知症総合相談窓口】
　各区保健福祉センター地域保健福祉課を若年性認知症を含む認知症総合相談窓口と
し，地域包括支援センター等と連携しながら認知症の総合支援を行う。
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年度 24 25 26 27
利用家族数(世帯) 23 25 22 19
総利用数(回) 541 395 372 471

年度 24 25 26 27
年度末登録者数(人) 603 647 806 904

捜してメール登録者数（人） - 193 444 642

徘徊高齢者等
ネットワーク
事業

　徘徊のある認知症高齢者を地域等とのネットワークを活用し，早期に発見・保護で
きるよう努める。平成26年11月から福岡都市圏の一部自治体と連携して，広域配信を
開始。
　①登録制度　　　　　　②一時保護事業
　③捜索システム　④徘徊高齢者捜してメール事業

＜計画の振り返り＞
　平成26年度に認知症疾患医療センターを増設したことにより，外来件数及び相談件数が伸びてい
る。あわせて，認知症サポート医を養成し，地域医療の支援体制確保を進めている。また，徘徊の
ある認知症高齢者の早期発見・保護につなげるための補完的な取り組みとして実施している徘徊高
齢者捜してメール事業の登録者数が増加している。
　認知症高齢者の増加が見込まれることから，早期の段階から適切な診断と対応が可能な体制整備
を引き続き進めるとともに，認知症に関する正しい知識を普及し，地域全体で認知症の人やその家
族を支援する地域づくりを推進していく。

事業名 事業概要と実績

認知症高齢者
家族やすらぎ
支援事業

　家族が介護疲れ等で休息が必要な時間帯に，ボランティアが居宅を訪問し，認知症
高齢者の見守りや話し相手，趣味の手伝いを行い，家族介護者のリフレッシュを図
る。
　①支援員養成事業
　②支援員派遣事業
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　⑤ 権利擁護の推進

年度 24 25 26 27
年度末契約者数(人) 430 493 451 508

年度 24 25 26 27
市長申立件数(件) 17 19 19 35

年度 24 25 26 27
研修実施回数（回） 1 1 1 1
研修修了者数（人） 48 47 70 52

年度 24 25 26 27
各区権利擁護部会開催回数　 99 99 93 92

高齢者虐待防
止ネットワー
ク構築

　高齢者の身体的虐待などの権利侵害に対して，各区にて開催の会議等にて関係機関
とのネットワークの機能強化を図る。
　また，高齢者の権利侵害を防ぐため，権利擁護について，いきいきセンターふくお
かによる居宅介護支援事業所巡回や公民館での啓発など，市民への普及・啓発に努め
るとともに，高齢者虐待対応に係る研修等を実施する。
　①権利擁護部会
　（高齢者の権利擁護のための啓発や関係機関の連携づくりの会議）
　②広報
　③研修

日常生活自立
支援事業

　判断能力の低下した高齢者や障がい者等の地域での生活を支援する。
　①福祉サービスの利用援助
　②日常的金銭管理
　③書類などの預かりサービス

成年後見制度
利用支援事業

　成年後見制度普及のための広報活動を行うとともに，身寄りのない認知症高齢者が
成年後見人等による支援を受けることができるよう，市長が後見開始等の申立を行う
とともに，必要な場合，申立費用及び後見人等報酬の助成を行う。
　①普及啓発事業
　②後見開始等の市長申立
　③後見人報酬等助成事業

市民後見人養
成事業

　高齢者などが住み慣れた家庭や地域で安心して尊厳を保ちながら生活することがで
きるよう，認知症高齢者等の増加に伴う成年後見人の新たな担い手として，市民後見
人を養成するとともに，継続してスキルアップを図るため，実践的な研修を実施す
る。
　○平成24・25年度：市民後見人養成研修　　○平成26・27年度：スキルアップ研修

＜施策の方向性と展開＞
　高齢者が住み慣れた家庭や地域で安心して尊厳を保ちながら生活することができるよう，高齢者
の財産を守り，権利の行使を確保し，また，権利の侵害に対しては保護・支援を含めた権利擁護の
総合的な取り組みを推進する。

事業名 事業概要と実績
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年度 24 25 26 27
研修実施回数(回) 5 6 6 6
研修参加者数(人) 483 622 806 833

＜計画の振り返り＞
　高齢者の権利擁護のため，成年後見制度の利用支援や虐待防止のための連携づくり等に取り組ん
でいる。
　また，認知症高齢者の増加に伴い，成年後見人の必要性がより高まる中，弁護士等の専門職だけ
ではなく第三者後見人の担い手として，市民後見人の養成を行うとともに，継続してスキルアップ
を図るため，実践的な研修を実施している。
　権利擁護については，予防，相談，発見から保護，支援までの対応が必要であるため，関係機関
との連携や啓発活動を強化していく。

事業名 事業概要と実績

【再掲】
介護保険事業
者研修（権利
擁護研修）

　介護サービス事業者の資質・技術向上のため，成年後見制度や虐待防止法，身体拘
束廃止に向けた取組み等について研修を行う。
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　(３)　地域生活支援体制の充実

　① 総合相談機能の充実

年度 24 25 26 27
設置数(箇所) 39 39 39 57

実相談件数（件） 28,207 27,941 27,686 22,565
延相談件数（件） 121,020 121,966 119,526 124,011

年度 24 25 26 27
高齢者法律相談(件) 155 167 136 120
認知症介護相談(件) 32 12 22 31

年度 24 25 26 27
年間利用者数(人) 36,896 34,289 32,356 33,025

年度 24 25 26 27
出張件数（件） 1 1 0 0

年度 24 25 26 27
地域ケア会議開催数（回） - - - 389

地域ケア会議
の開催

　「地域ケア会議」を個別・小学校区・概ね中学校区・区・市の各階層において開催
し，専門職と地域の関係者などが，それぞれの地域課題を把握し，課題解決に向けた
検討を行うことを通して，高齢者が地域で生活しやすい環境整備を重層的に進める。
（平成27年度開始）

福祉相談事業

　高齢者及びその家族等の法律相談や認知症介護に関する悩み等の相談に応じること
により，福祉の増進を図る。

介護実習普及
センター

　介護知識，介護技術の普及を図るとともに，福祉用具の展示・相談体制を整備し，
福祉用具の普及を図る。
　また，介護専門者研修や出前講座を実施する。
　①介護講座の開催　②福祉用具の展示・相談　③情報の収集・提供

高齢者を対象
としたいきい
きセンターへ
の出張相談
（消費生活相
談）

　いきいきセンターふくおか（地域包括支援センター）から高齢者の契約トラブル等
に関して，消費生活センターへ相談があった際，それが電話による相談では解決が難
しい事案である場合に，相談員がいきいきセンターふくおかへ出張し，同センター職
員立ち会いのもと高齢者から相談を受ける。（平成23年度事業開始）

＜施策の方向性と展開＞
　地域包括支援センターの相談体制の強化を図り，相談機能や地域でのネットワーク機能の強化
や，「いきいきセンターふくおか」の愛称により一層市民に浸透するよう広報活動に努める。
　また，高齢者に関する法律相談や在宅介護に関する相談などに引き続き取り組む。

事業名 事業概要と実績

いきいきセン
ターふくおか
運営

　高齢者が住み慣れた地域で，安心してその人らしく暮らし続けることができるよ
う，健康や福祉，介護に関する相談を受け，その人の身体状況に適したアドバイスを
行うなど，高齢者が自立した生活を続けることができるよう支援する。
　①総合相談支援業務
　②介護予防ケアマネジメント業務
　③権利擁護業務
　④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
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＜計画の振り返り＞
　高齢者の増加への対応や更なる地域との連携強化を図るため，平成27年度に地域包括支援セン
ターを18か所増設し57か所に拡大するとともに，土曜日の開所を開始している。
　地域包括支援センターへの平成27年度の延相談件数は増加したものの，実相談件数は減少してお
り，より一層センターが市民に浸透するよう広報活動を行う必要がある。
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　② 地域ネットワーク体制の構築

年度 24 25 26 27
消費者教育出前講座参加者数(人) 1,267 1,271 1,007 930
消費生活サポーター育成講座・情報交換会(回) 3 4 8 6
消費生活サポーター年度末登録者数(人) 259 207 266 326

年度 24 25 26 27
実施校区数 8 8 - -

見守り体制づくりの会議参加数 148 227 - -

年度 24 25 26 27
助成校区数（校区） 139 139 141 141
実施箇所数（箇所） 316 327 352 371
参加者数（人） 8,095 7,980 8,915 8,687

年度 24 25 26 27
助成校区数 127 129 134 135

ふれあいネッ
トワーク

　高齢者等の支援を要する人が地域で安心して暮らすことができるよう，地域のボラ
ンティアが日常的な見守りや買い物，ゴミ出し等の生活支援を行う。

消費者啓発事
業

　公民館や自治協議会，老人クラブ，社会福祉協議会などを対象に，悪質商法をテー
マとした出前講座を開催するとともに，身近な地域において高齢者に悪質商法の手口
や対処法を伝達する「消費生活サポーター」の育成を行う。
　①高齢者・高齢者周辺対象消費者教育出前講座
　②「福岡市消費生活サポーター」育成講座

地域福祉ソー
シャルワー
カーモデル事
業

　地域福祉ソーシャルワーカーをモデル的に配置し，地域で行われる福祉活動を支援
して，孤立した高齢者の把握や予防の体制づくりについて検討する。
（平成25年度終了事業）

ふれあいサロ
ン

　一人暮らし高齢者などの孤独感の解消や，寝たきり，認知症の予防を図るため，公
民館や集会所等で，地域のボランティアとともにレクリエーション活動や健康チェッ
クなどを定期的に行う。

＜施策の方向性と展開＞
　地域で生活する高齢者やその家族をはじめ，認知症高齢者や社会から孤立した高齢者に対する見
守りや支援が行われるよう，また，福祉避難所の指定など災害時要援護者への対応や，高齢者の犯
罪被害，消費者トラブルの防止などに取り組むため，地域住民や民生委員，各種団体などが連携
し，地域の中でお互いが支え合い，助け合えるようなネットワークの構築を図る。
　特に，孤立死については，予防策として孤立化させないことが重要であるため，このネットワー
ク活動の支援を行うとともに，効果的な施策の検討を行う。

事業名 事業概要と実績

22



年度 24 25 26 27
配付数 30,658 5,793 2,343 2,059

年度 24 25 26 27
要援護者情報の提供に関する覚書締結自治協議会数 107 116 121 122

年度 24 25 26 27
見守りダイヤル（通報件数） - 65 167 167
見守りダイヤル（救命件数） - 6 11 18

※25年度は8か月間

年度 24 25 26 27
高齢者地域支援事業（校区数） - - 19 83
地域福祉リーダー養成講座（地区数） - - 2 -

＜計画の振り返り＞
　ふれあいサロンやふれあいネットワーク，見守り推進プロジェクトの実績数については，年々増
加しており，一人暮らし高齢者等が住み慣れた家庭や地域で安心して生活できる環境づくりにむ
け，着実に進展している。
　また，地域の課題等を話し合う場の設置など地域でのネットワークづくりなどの取組みを開始し
ており，今後も,地域課題を解決する人材育成などに取り組んでいく必要がある。

災害時要援護
者への支援体
制整備

　災害時要援護者が安全かつ迅速に避難できるよう，地域住民による避難支援体制の
構築支援等を進める。

見守り推進プ
ロジェクト

　孤立死の防止などを目的として，高齢者等の見守りをより重層的に行うため，協力
機関との連携強化を行うとともに，孤立死の予防等を啓発推進するためのもの。
　①福岡見守るっ隊の結成②見守りダイヤルの設置（孤立死の疑われる状況での受付
体制の整備）③出張講座④見守りサービス登録事業　を実施。

高齢者の暮ら
しサポート推
進事業

　高齢者の地域での見守り・支え合い活動推進のため、地域の課題等を話し合う場の
設置や，フォーラムの開催による事例紹介，人材育成カリキュラムの作成，ボラン
ティア活動拡充に関する検証等を実施する。
①高齢者地域支援事業②強い絆の地域づくり普及啓発事業（フォーラム）③地域福祉
リーダー養成講座④生活支援サービス創造モデル事業

事業名 事業概要と実績

安心情報キッ
ト

　一人暮らし高齢者や障がいのある人などの地域での見守りや災害時に支援が必要な
方に，安心情報キット（「かかりつけ医」などの医療情報や緊急連絡先を記載した用
紙と専用容器）を配付し，災害時や緊急時の万一の備えとするもの。平成27年度から
社会福祉協議会事業に移管,市としても協力して実施。
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　(４)　安全・安心な生活環境の向上

　① 高齢者居住支援

年度 24 25 26 27
相談件数（件） 2,889 2,776 2,449 2,346

年度 24 25 26 27
助成件数（件） 183 172 144 115

年度 24 25 26 27
相談件数（件） 203 183 248 232

業者紹介件数（件） 163 93 405 125
成約件数（件） 17 10 16 64

※平成26年度以降は，「高齢者住まい・生活支援モデル事業」の件数を含む。

年度 24 25 26 27
管理戸数(累計) 86 110 110 110
認定戸数(累計) 110 110 110 110

年度 24 25 26 27
管理戸数(累計) 872 1,760 2,468 2,544
登録戸数(累計) 1877 2,452 2,564 2,808

サービス付き
高齢者向け住
宅

　バリアフリー化や安否確認サービスなど一定の基準を満たすサービス付き高齢者向
け住宅の登録を推進し，高齢者の単身・夫婦世帯が安心して居住できる住宅の供給促
進を図る。

住宅改造助成

　介護保険住宅改修費の給付対象となる工事の一部を除く住宅改造について，身体機
能の低下した高齢者の自立を促し，介護者の負担を軽減するため，費用の一部を助成
する。

高齢者住宅相
談支援事業

　民間賃貸住宅等を探す高齢者に対して，本人の生活状態や住宅の希望等を聞いたう
えで，それぞれの状況に応じた住宅及び生活支援サービス等に関する情報を提供す
る。なお，平成26年10月からは，「高齢者住まい・生活支援モデル事業（住まいサ
ポートふくおか）」と連携して実施している。

高齢者向け優
良賃貸住宅

　高齢者が安全で安心して暮らせる住宅の供給を促進するため，優良な高齢者向け賃
貸住宅に対し，建設費の一部助成や家賃の減額助成を行うことにより居住を支援す
る。

※平成23年度に認定した24戸は，平成25年度から管理開始

＜施策の方向性と展開＞
　高齢者の自立や介護に配慮した良質な居住環境への支援や民間賃貸住宅入居の円滑化，市営住宅
の入居者募集における優遇措置など福祉施策と住宅施策の連携を図りながら高齢者のための良質な
住まいの確保を図る。

事業名 事業概要と実績

住宅改造相談
センター

　身体機能の低下した高齢者に適するように住宅を改造する場合，改造方法や助成制
度などに関する相談や情報の提供を行う。
　住宅改造相談センターにて，専門の相談員（建築士，介護福祉士，看護師等）が相
談に応じる。
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年度 24 25 26 27
成約件数 - - 12 64

「福岡市居住
支援協議会」
の開催

　住宅困窮者の状況及び民間賃貸住宅市場の動向に関する情報等の共有，民間賃貸住
宅を活用した住宅困窮者の円滑入居支援策の効果的な推進を図るため，賃貸住宅事業
者，居住支援団体及び市で構成する「居住支援協議会」を設置し，高齢者の民間賃貸
住宅等への円滑入居に向けた支援策の検討等を行っている。
【設置日】　平成21年３月30日
【協議会の構成団体】
  民間賃貸住宅事業者：公益社団法人 福岡県宅地建物取引業協会
　　　　　　　　　　　公益社団法人 全日本不動産協会 福岡県本部
　公的賃貸住宅事業者：独立行政法人 都市再生機構 九州支社
　　　　　　　　　　　福岡市住宅供給公社
　居住支援団体　    ：社会福祉法人 福岡市社会福祉協議会
  福岡市　　 　     ：保健福祉局，住宅都市局
 【平成27年度の取組】
  (1)福岡市高齢者住まい・生活支援モデル事業の実施状況を踏まえた
　　 事業の検証及び改善策の検討について
　(2)住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業の実施について
　(3)高齢者の住まい及び入居支援策等に関する情報提供について

福岡市高齢者
住まい・生活
支援モデル事
業

　福岡市社会福祉協議会が相談窓口となり，見守りや緊急時の対応，死後事務などの
サービスを総合的に調整することで，保証人がいない等の理由により住み替えが困難
な高齢者の民間賃貸住宅への住み替えと入居後の生活を支援する。

＜計画の振り返り＞
　高齢者の居住の安定を確保するため，バリアフリー化された高齢者向け住宅の供給を促進してお
り，サービス付き高齢者向け住宅の管理戸数は順調に増えている。
　また，高齢者のニーズに応じた住宅及び生活支援サービス等の情報提供を行う「高齢者住宅相談
支援事業」についても，「福岡市居住支援協議会」での検討を踏まえ，平成26年10月より開始した
「福岡市高齢者住まい・生活支援モデル事業」との連携により，成約件数は増加している。
　高齢者が民間賃貸住宅に入居する際，高齢者であることや保証人を確保できないこと等を理由に
入居を拒まれる場合があり，今後，高齢者は年々増加し，また，福岡市は借家率が高いということ
を踏まえ，高齢者が入居しやすい取組みについて，モデル事業を実施しながら検討していく必要が
ある。

事業名 事業概要と実績

「福岡市高齢
者居住安定確
保計画」の策
定

　高齢者の住まいに係る施策を総合的かつ計画的に展開することを目的とし，高齢者
に対する賃貸住宅などの供給目標や必要な施策等を位置づける「福岡市高齢者居住安
定確保計画」について，住宅施策と福祉施策の連携を図りながら策定した。（平成25
年1月22日策定）
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　② 人に優しいまちづくりの推進

年度 25 26 27
バリアフリー化した

旅客施設の割合（段差解消）
64/66 65/66 66/66

福岡市バリアフリーマップの
掲載施設件数（件）

955 964 966

※「ユニバーサル都市･福岡」：ユニバーサルデザインの理念に基づいた誰もが思いやりを持ち，すべての人にやさし
                             いまちのことであり，福岡市はみんながやさしい，みんなにやさしいユニバーサル都
                             市・福岡をまちづくりの目標像として掲げ，市政の柱の一つとして推進しています。

＜計画の振り返り＞

　「ユニバーサル都市・福岡
※
」の実現に向けて，高齢者をはじめとするすべての人に配慮したま

ちづくりを進めており，公共交通機関や建築物などのバリアフリー化に取り組んでいる。平成27年
度は，駅の段差解消やノンステップバスの拡大導入等により一定の進捗がみられた。
　一方で，施設と施設をつなぐ経路の連続的なバリアフリー化や，移動を支援する適切な情報提供
などソフト面のバリアフリー化等に課題があるため，平成25年4月に策定した「福岡市バリアフリー
基本計画」に基づき，交通事業者，関係機関との協力・連携を図り，ハード・ソフト一体となった
総合的なバリアフリー化を推進していく必要がある。

事業名 事業概要と実績

施設のバリア
フリー化など

　「福岡市福祉のまちづくり条例」及び「福岡市バリアフリー基本計画」に基づき，
高齢者，障がい者，子ども連れの人をはじめとするすべての人が安心して生活し行動
できるよう，施設のバリアフリー化を促進している。
　また，外出や移動のしやすさを支援するため，安全で快適に利用できる施設を目的
別，障がい別に検索できる「バリアフリーマップ」をホームページに掲載するととも
に，スマートフォン対応にシステムを改善し，バリアフリーに関する情報発信に努め
ている。平成27年度は施設のバリアフリー状況の登録施設を２つ追加し，合計９６６
施設を掲載している。

「福岡市バリ
アフリー基本
計画」

　「福岡市バリアフリー基本計画」（平成25年４月策定）に基づき，ハード・ソフト
一体の総合的なバリアフリー化を推進している。
  平成27年度は，バリアフリーについての理解を深めるため，市民向け広報誌「心の
バリアフリー」を作成し，全世帯に配布した。

＜施策の方向性と展開＞
「ユニバーサル都市・福岡」の実現に向けて，都市環境のバリアフリー化に取り組み，高齢者をは
じめとするすべての人に配慮したまちづくりを進める。
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Ⅲ　第６期介護保険事業の実施状況について（平成２７年度）

①　被保険者数の推移

計画比
(B/A)

26年度比
（B/C）

100.1% 100.9%

99.5% 104.1%

前期（65-74歳人口） 99.7% 104.4%

後期（75歳以上人口） 99.2% 103.7%

100.0% 100.8%

※　総人口＝住民基本台帳人口（外国人登録を含む）

※　実績は年度平均値

②　要介護認定者数の推移

（単位：人）

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

要介護認定者数 63,460 100.0% 61,587 100.0% 97.0% 58,979 100.0% 104.4%

14,060 22.2% 13,558 22.0% 96.4% 12,658 21.5% 107.1%

8,300 13.1% 8,134 13.2% 98.0% 7,761 13.2% 104.8%

12,120 19.1% 11,839 19.2% 97.7% 11,255 19.1% 105.2%

10,020 15.8% 9,581 15.6% 95.6% 9,346 15.8% 102.5%

7,050 11.1% 6,830 11.1% 96.9% 6,621 11.2% 103.2%

6,390 10.1% 6,198 10.1% 97.0% 6,012 10.2% 103.1%

5,520 8.7% 5,447 8.8% 98.7% 5,326 9.0% 102.3%

※　認定率＝要介護認定者数／第１号被保険者数

※　実績は年度平均値

※　構成比については，四捨五入し，表示しているため，合計と一致しない場合がある。

26年度比
（B/C）

２７年度実績（Ｂ） ２６年度実績(Ｃ)計画比
(B/A)

要支援１

20.9%

区　　分

要介護４

要介護５

要介護２

区　　分

要支援２

要介護１

要介護３

２７年度実績（Ｂ）

20.4%

138,421

163,700

139,500

 　平成２７年度の要介護認定者数は，事業計画を若干下回り，認定率（第１号被保険者に占める要介護認定者の割合）は
２０．４％となっている。

20.3%

133,476

認定率

２号被保険者数（40-64歳人口）

事業計画（Ａ）

20.3%

496,300

19.5%
第１号被保険者数の総人口に
占める割合･･･b/a （高齢化率） 20.2%

492,084

303,200

156,362

　介護保険制度を円滑に運営するために本市では，学識経験者，社会福祉事業従事者，市議会議員，市民団体の代表者
等で構成する「保健福祉審議会高齢者保健福祉専門分科会」を設置し，市民からの幅広い意見を反映させた「第６期福岡
市介護保険事業計画」（計画期間平成２７年度～平成２９年度）を策定している。この事業計画に基づき，高齢者ができる限
り住み慣れた地域や家庭において，安心して暮らすことができるよう，介護保険制度の安定運営に努めている。

 　平成２７年度の第１号被保険者数は，ほぼ事業計画どおりとなっており，総人口に占める割合は20.2％になっている。

163,207

第１号被保険者数
（65歳以上人口）･･･b

496,159

301,628 289,838

２６年度実績(Ｃ)

総人口･･･a 1,496,656 1,482,993

事業計画（A）

1,495,100

（単位：人） 
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③　介護サービスの利用状況

ア　介護サービス利用者の状況

（単位：人）

計画比 26年度比

人数 構成比 人数 構成比 (B／A) 人数 構成比 （B／C）

63,460 61,587 97.0% 58,979 104.4%

49,860 99.9% 48,543 100.0% 46,373 100.1%

(78.6%) (78.8%) (78.6%)

8,270 16.6% 8,245 17.0% 7,690 16.6%

(58.8%) (60.8%) (60.8%)

6,040 12.1% 6,107 12.6% 5,747 12.4%

(72.8%) (75.1%) (74.0%)

10,040 20.1% 9,862 20.3% 9,364 20.2%

(82.8%) (83.3%) (83.2%)

8,980 18.0% 8,567 17.6% 8,326 18.0%

(89.6%) (89.4%) (89.1%)

6,400 12.8% 6,090 12.5% 5,891 12.7%

(90.8%) (89.2%) (89.0%)

5,570 11.2% 5,325 11.0% 5,142 11.1%

(87.2%) (85.9%) (85.5%)

4,560 9.1% 4,347 9.0% 4,213 9.1%

(82.6%) (79.8%) (79.1%)

36,480 99.9% 36,080 100.0% 98.9% 34,098 100.0% 105.8%

要支援１ 8,030 22.0% 8,005 22.2% 99.7% 7,437 21.8% 107.6%

要支援２ 5,850 16.0% 5,941 16.5% 101.6% 5,581 16.4% 106.5%

要介護１ 8,530 23.4% 8,402 23.3% 98.5% 7,927 23.2% 106.0%

要介護２ 6,970 19.1% 6,655 18.4% 95.5% 6,430 18.9% 103.5%

要介護３ 3,610 9.9% 3,466 9.6% 96.0% 3,323 9.7% 104.3%

要介護４ 2,160 5.9% 2,206 6.1% 102.1% 2,076 6.1% 106.3%

要介護５ 1,330 3.6% 1,405 3.9% 105.6% 1,324 3.9% 106.1%

4,990 99.8% 4,580 100.0% 91.8% 4,530 100.0% 101.1%

要支援１ 240 4.8% 240 5.2% 100.0% 253 5.6% 94.9%

要支援２ 190 3.8% 166 3.6% 87.4% 166 3.7% 100.0%

要介護１ 920 18.4% 920 20.1% 100.0% 885 19.5% 104.0%

要介護２ 940 18.8% 868 19.0% 92.3% 861 19.0% 100.8%

要介護３ 950 19.0% 864 18.9% 90.9% 864 19.1% 100.0%

要介護４ 1,040 20.8% 862 18.8% 82.9% 876 19.3% 98.4%

要介護５ 710 14.2% 660 14.4% 93.0% 625 13.8% 105.6%

8,390 99.9% 7,883 99.9% 94.0% 7,745 100.0% 101.8%

要介護１ 590 7.0% 540 6.9% 91.5% 552 7.1% 97.8%

要介護２ 1,070 12.8% 1,044 13.2% 97.6% 1,035 13.4% 100.9%

要介護３ 1,840 21.9% 1,760 22.3% 95.7% 1,704 22.0% 103.3%

要介護４ 2,370 28.2% 2,257 28.6% 95.2% 2,190 28.3% 103.1%

要介護５ 2,520 30.0% 2,282 28.9% 90.6% 2,264 29.2% 100.8%
※（　）内はサービス利用率＝サービス利用者数／要介護認定者数

※実績は年度平均値

※構成比については，四捨五入し，表示しているため，合計と一致しない場合がある。
※施設サービス利用者には，地域密着型介護老人福祉入所者生活介護を含む。

施設サービス利用者

要介護３

居住系サービス利用者

標準的在宅サービス利用者

要介護４

要介護５

　平成２７年度のサービス利用者数は48,543人で，事業計画を若干下回っている。なお，要介護認定者数に占める
サービス利用者数の割合は，78.8%となっている。

102.9%

サービス利用者

（標準的在宅＋居住系＋施設）

要介護１

要介護２

要支援１

要支援２

97.4%

99.7%

101.1%

98.2%

95.4%

103.4%

103.2%

103.6%

Ｈ２７年度実績（B）

要介護認定者数

区分
事業計画（A）

105.3%

Ｈ２６年度実績（C）

104.7%

107.2%

106.3%

95.3%

95.2%

95.6%
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イ　介護サービスの利用状況

＜在宅サービス＞

計画比 ２６年度比
（Ｂ／Ａ） （Ｂ／Ｃ）

介護予防訪問介護 人／月 7,300 7,394 101.3% 7,067 104.6%

訪問介護 回／月 177,100 193,256 109.1% 175,012 110.4%

回／月 1,880 1,925 102.4% 1,955 98.5%

人／月 3,070 3,560 116.0% 3,340 106.6%

回／月 6,310 6,861 108.7% 6,444 106.5%

人／月 8,830 8,829 100.0% 7,957 111.0%

介護予防通所介護 人／月 6,590 6,161 93.5% 5,657 108.9%

通所介護 回／月 147,090 148,620 101.0% 136,112 109.2%

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 人／月 1,190 1,359 114.2% 1,265 107.4%

通所リハビリテーション 回／月 38,930 40,242 103.4% 38,744 103.9%

日／月 19,940 22,277 111.7% 20,823 107.0%

日／月 1,350 1,618 119.9% 1,521 106.4%

人／月 19,240 18,543 96.4% 16,762 110.6%

件／月 500 458 91.6% 475 96.4%

件／月 490 456 93.1% 456 100.0%

人／月 37,300 35,017 93.9% 33,056 105.9%

人／月 110 70 63.6% 74 94.6%

人／月 230 166 72.2% 119 139.5%

回／月 4,340 3,321 76.5% 3,734 88.9%

人／月 660 642 97.3% 594 108.1%

人／月 120 26 21.7% - -

＜居住系サービス＞

計画比 ２６年度比
（Ｂ／Ａ） （Ｂ／Ｃ）

人／月 2,990 2,812 94.0% 2,869 98.0%

人／月 1,950 1,723 88.4% 1,615 106.7%

人／月 50 45 90.0% 46 97.8%

＜施設サービス＞

計画比 ２６年度比
（Ｂ／Ａ） （Ｂ／Ｃ）

人／月 5,070 4,767 94.0% 4,537 105.1%

人／月 2,490 2,407 96.7% 2,431 99.0%

人／月 830 709 85.4% 777 91.2%

※実績は年度平均値

※各サービスには，予防給付分を含む。

※介護老人福祉施設には，地域密着型介護老人福祉入所者生活介護を含む。

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護老人福祉施設

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

サービス区分

小規模多機能型居宅介護

Ｈ２６年度
実績（Ｃ）

サービス区分
Ｈ２７年度
実績（Ｂ）

Ｈ２６年度
実績（Ｃ）

Ｈ２６年度
実績（Ｃ）

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション

特定福祉用具販売

認知症対応型共同生活介護

サービス区分
Ｈ２７年度
実績（Ｂ）

居宅療養管理指導

Ｈ２７年度
実績（Ｂ）

介護予防支援・居宅介護支援

住宅改修

短期入所療養介護

事業計画
（Ａ）

単位

事業計画
（Ａ）

単位

単位

事業計画
（Ａ）

訪問介護

訪問看護

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

短期入所生活介護

定期巡回・随時対応型訪問看護
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ウ　１人当たりの保険給付額 （単位：円／月）

Ｈ２７年度実績(Ａ) Ｈ２６年度実績（Ｂ） 増減（Ａ／Ｂ）

102,335 103,108 99.3%

211,171 213,681 98.8%

271,734 275,226 98.7%

※実績は年度平均値

(参考）

115,634 117,029 98.8%
在宅サービス
（標準的在宅サービス＋居住系サービス）

区　　　分

標準的在宅サービス

居住系サービス

施設サービス

※高額介護サービス費・高額医療合算介護サービス費・特定入所者介護サービス費・審査支払
　 手数料を除く。
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④　平成２７年度介護保険料の状況

ア　介護保険料の状況 ※26年度　参考

イ　介護保険料収納状況（現年賦課分） （単位：千円）

平成27年度(28年5月末) 平成26年度(27年5月末)

調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率

(第6期保険料予定収納率　98.33％)

(第5期保険料予定収納率　97.80％)

平成２６度

（円） 人数(人) 割合 （円） 人数(人) 割合

71,834 23.3%

6.1%

非
課
税
世
帯

老齢福祉年金受給者

課税年金収入額と合
計所得額の合計が80
万円以下

2,413
第２段階
×0.45

50,688 17.1%

第１段階
×0.45

生活保護受給者

2,413 18,012

段階と比率 対象者

保険料
(月額)

平成２７年度

段階と比率 対象者

保険料
(月額)

第６段階
×1.10

第９段階
×1.80

合計所得金額300万
円以上400万円未満

10,388

42,474

本
人
非
課
税

非
課
税
世
帯

生活保護受給者，
老齢福祉年金受給
者，課税年金収入
額と合計所得額の
合計が80万円以下

2,309
第１段階
×0.40

合計所得金額125
万円以下

6,349 35,460 11.5%

第５段階
（基準額）

29,385 9.5%

11.2%

合計所得金額125万
円超200万円未満

7,503

課
税
世
帯

本
人
非
課
税

課税年金収入額と
合計所得額の合計
が80万円以下

4,987

合計所得金額125
万円以下

5,898
第５段階
×1.10

本
人
課
税

合計所得金額125万
円超200万円未満

6,97111.1%
第６段階
×1.30

13,851

30,765 10.4%
課税年金収入額と
合計所得額の合計

が80万円超
5,771

13.4%

第４段階
（基準額）

2.8%

11.1%

課
税
世
帯

課税年金収入額と
合計所得額の合計

が80万円以下
5,194

5,362

13.8%
特別割合×

０．９３

課税年金収入額と
合計所得額の合計
が80万円超

39,865

13,405

1.3%

合計所得金額500万
円以上600万円未満

12,697 0.8%

8,435

8,091 2.6%

2.8%

0.5%

33,049

33,301

7.0%

第７段階
×1.30

第１２段階
×2.40

合計所得金額600万
円以上700万円未満

34,232

第1０段階
×2.00

合計所得金額400万
円以上500万円未満

11,543 4,137

第１１段階
×2.20

第８段階
×1.60

合計所得金額200万
円以上300万円未満

9,234 19,977 6.5%
第７段階
×1.60

合計所得金額200万
円以上300万円未満

8,579 20,883

第１３段階
×2.50

合計所得金額700万
円以上

14,428 8,612

1,563

2,377

合　計 307,904 100.0% 合　計 296,776 100.0%

ウ　介護保険料独自減額制度の実施状況

※年度末時点の人数。

20,288,916 19,935,942 98.26% 18,572,149 18,227,401 98.14%

※割合については，四捨五入し，表示しているため，合計と一致しない場合がある。

第２段階
×0.65

課税年金収入額と
合計所得額の合計
が80万円超１２０万

円以下

特別割合×
０．65

課税年金収入額と合
計所得額の合計が80
万円超１２０万円以下

3,485 22,489 7.6%

課税年金収入額と
合計所得額の合計

が１２０万円超

第３段階
×0.75

課税年金収入額と合
計所得額の合計が１２
０万円超

4,022 23,342 7.9%

3,751 24,334 7.9%

第３段階
×0.75

4,329 25,428 8.3%

第４段階
×0.90

本
人
課
税

第８段階
×1.80

合計所得金額300万
円以上400万円未満

9,652 8,057 2.7%

第９段階
×2.00

合計所得金額400万
円以上500万円未満

10,724 4,035 1.4%

第１０段階
×2.20

合計所得金額500万
円以上600万円未満

11,796 2,243 0.8%

第１１段階
×2.40

合計所得金額600万
円以上700万円未満

12,869 1,612 0.5%

第１２段階
×2.50

合計所得金額700万
円以上

 平成26年度(平成２7年3月末現在)       ・低所得 403件      ・居住用財産の買換等 12件 
 
・第３段階の非課税世帯で収入が１人世帯で１２０万円（２人世帯１８０万円以降１人増える毎に５０万円加算）以下など、一定の 要件に該当する場合は第２段階
に減額。 
 
・居住用財産等を売却し譲渡所得があるが，新たな居住用財産等を買い換え，当該所得を有していない場合などで、一定の要件に該当する場合、譲渡所得が
無いものとした所得段階への減額。 

 平成27年度(平成28年3月末現在)       ・低所得 397件      ・居住用財産の買換等 11件 
 
・第２、３段階の世帯で収入が１人世帯で１２０万円（２人世帯１８０万円，以降１人増える毎に５０万円加算）以下など、一定の要件に該当する場合は第１段階相
当に減額。 
・居住用財産等を売却し譲渡所得があるが，新たな居住用財産等を買い換え，当該所得を有していない場合などで、一定の要件に該当する場合、譲渡所得が
無いものとした所得段階への減額。 
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⑤　平成27年度　保険財政の決算状況

(単位：円）

当初予算額（Ａ） 決算額（Ｂ）

在宅サービス費 57,267,269,000 57,015,657,281 △ 251,611,719 99.6%

施設サービス費 25,670,831,000 24,302,268,667 △ 1,368,562,333 94.7%

高額サービス費等 5,164,029,000 5,242,502,919 78,473,919 101.5%

計 88,102,129,000 86,560,428,867 △ 1,541,700,133 98.3%

介護予防事業 513,905,000 453,554,068 △ 60,350,932 88.3%

包括的支援事業・任意事業 1,741,196,000 1,647,392,851 △ 93,803,149 94.6%

計 2,255,101,000 2,100,946,919 △ 154,154,081 93.2%

330,652,000 208,631,282 △ 122,020,718 63.1%

保険料還付金 34,600,000 34,039,677 △ 560,323 98.4%

国・県等精算返還金 400,000,000 683,931,542 283,931,542 171.0%

91,122,482,000 89,587,978,287 △ 1,534,503,713 98.3%

介護給付費負担金 16,012,429,000 16,108,439,530 96,010,530 100.6%

調整交付金 4,378,675,000 3,943,097,000 △ 435,578,000 90.1%

地域支援事業交付金 802,139,000 724,894,048 △ 77,244,952 90.4%

介護保険災害臨時特例補助金 -                      62,000 62,000 #DIV/0!

計 21,193,243,000 20,776,492,578 △ 416,750,422 98.0%

介護給付費負担金 12,809,062,000 12,692,957,000 △ 116,105,000 99.1%

地域支援事業交付金 401,069,000 366,872,978       △ 34,196,022 91.5%

計 13,210,131,000 13,059,829,978 △ 150,301,022 98.9%

介護給付費負担金 11,075,533,000 11,065,113,091 △ 10,419,909 99.9%

地域支援事業費負担金 401,069,000 375,411,658       △ 25,657,342 93.6%

計 11,476,602,000 11,440,524,749 △ 36,077,251 99.7%

介護給付費交付金 24,668,596,000 24,637,644,000 △ 30,952,000 99.9%

地域支援事業支援交付金 141,580,000 141,580,000 0 100.0%

計 24,810,176,000 24,779,224,000 △ 30,952,000 99.9%

現年分 19,895,629,000 19,935,941,244 40,312,244 100.2%

滞納繰越分 73,757,000 97,289,985 23,532,985 131.9%

計 19,969,386,000 20,033,231,229 63,845,229 100.3%

34,600,000 0 △ 34,600,000 0.0%

11,525,000 13,295,924 1,770,924 115.4%

16,819,000 28,045,468 11,226,468 166.7%

400,000,000 857,963,521 457,963,521 214.5%

91,122,482,000 90,988,607,447 △ 133,874,553 99.9%

（翌年度）国庫等精算交付分 55,838,856

保険料剰余分(A)-(B) 306,427,907

歳出計

歳入

基金繰入金

比較（Ｂ－Ａ）

歳出

保険給付
費

地域支援
事業費

基金積立金

諸支出金

（翌年度）国・県等精算返還分(B) 1,094,201,253

（翌年度）介護給付費準備基金積立 362,266,763

国支出金

県支出金

市負担金

支払基金
交付金

介護保険
料（第１号
保険料）

基金運用利子

雑入（介護給付費返還金等）

前年度繰越金

歳入計

歳出歳入差引額(A) 1,400,629,160
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